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Ⅰ．学生の就職・採用活動の現状

2



学生の就職・採用活動の現状①

就職活動の開始時期が
早まっている

就職活動の開始時期が
早まったまま変化がない

（資料出所）就職問題懇談会「学生の就職・採用活動に関する調査」結果より 3

○ 各大学等の就職担当者によれば、平成１７年から平成２０年まで、前年に比して就職活動の開始時期が「早まった」と
回答する割合が多く、平成２１年度以降は「変化がない」との回答割合が増加。

○ 就職活動の開始時期が早まった状態が維持されている状況。



学生の就職・採用活動の現状②

○ 就職活動の開始時期は、４年前は「１２月以前」が２７．０％と高かったが、平成２４年度は４月以降が３３．４％と
最も多い。

○ 内々定が集中している時期は、 ３年前は４月がピークであったのに対し、平成２４年度は７月以降がピーク。
○ したがって、就活の開始については、遅くなっており、それに合わせ内々定の集中している時期も遅くなってい

るため、早期化・長期化の傾向は改善の兆しを見せはじめている。ただし、３年次の冬に就職活動が集中する傾
向はかわりない。

●内々定が集中している時期

●就職活動の開始時期

4（資料出所）就職問題懇談会「平成２４年度 学生の就職・採用活動に関する調査」結果より
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学生の就職・採用活動の現状③

●大学等が感じている具体の支障

○ 就職・採用活動の早期化・長期化により、学事日程に支障が生じており、「支障が生じている」と回答した大学は、全体の
４２．６％となっている。

○ 具体的には、大学等からの視点では「授業への出席が悪くなった」が８０．５％、 学生からの視点では「学業に専念できない」
が７６．０％となっている。

（資料出所）就職問題懇談会「平成２４年度 学生の就職・採用活動に関する調査」結果より 5

●学生が感じている就職活動の問題点
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日本人の海外留学者数
（出典）：ユネスコ文化統計年鑑、OECD「Education at a Glance」、IIE「Open Doors」等

米国の大学等に在籍する日本人学生数
（出典） IIE「Open Doors」

推移

・海外の高等教育機関に留学する日本人数は2004年をピークに近年急激に減少しており、海外留学の阻害要因を除去するこ

とが必要。

・特に、米国へ留学する日本人学生数が減少。近年は、日本人学生の留学先が多様化。

９

帰国後、留年する可能性が大きい 59 67.8%

経済的問題で断念する場合が多い 42 48.3%

帰国後の単位認定が困難 32 36.8%

助言教職員の不足 23 26.4%

大学全体としてのバックアップ体制が不備 21 24.1%

先方の受け入れ大学の情報が少ない 9 10.3%

両親、家族の理解が得られない 7 8.0%

指導教員の理解が得られない 3 3.4%

その他 27 31.0%

②経済
①就職

・日本人学生の留学に関する主な障害として、①就職、②経済、③大学の体制、④語学力に関することが挙げられ
ている。

※国立大学協会国際交流委員会留学制度の改善に関するワーキング・グループが、各国立大学
に対して留学制度の改善に関するアンケートを実施。
※本調査項目には87大学が回答。
※平成19年1月

③体制

①就職

②経済

③体制

余分な学費

就職活動への
不利益

④語学力

※「東京大学国際化白書」（2009年3月・東京大学）より

○海外留学を見送る要因○留学に関する主な障害
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日本人の海外留学と就職との関係



Ⅱ．これまでの経緯について
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「就職協定」の廃止から現在までの経緯
１．「就職協定」については、大学側は、その存続を希望していたが、平成８年12月、企業側（日経連（当時））から、就職協定と

実態との乖離、通年採用やインターネットの利用など新たな採用動向の拡大、規制緩和などを理由に、協定の存続を含めた見
直しが提案された。

２．これを受け、大学側と企業側が３回にわたり協議を行った結果、最終的に平成10年３月卒業者を対象とする協定は締結せ
ず、これに代わって大学側は「申合せ」を行い、企業側は「倫理憲章」を定め、今後双方がその相互尊重に努めるという新たな
ルールのもとに就職・採用活動が行われることとなった。

３．また、実態として広報活動が卒業前年次10月より行われ、就職活動が過熱化したため、後ろ倒しすべく、大学側と企業側が
相談し、平成25年３月卒業の学生については、広報活動の開始を２ヶ月遅らせることとした。

【平成9年3月卒業者】
○採用選考開始日・・・卒業年次の８月１日前後（※1） ○採用選考内定日・・・卒業年次の10月１日
(※1) 実態は開始日以前から採用選考活動が行われ、協定の形骸化

【平成24年3月卒業者】
・申合せ ○学校推薦・・・卒業年次の７月１日以降 ○正式内定日・・・卒業年次の10月１日以降
・倫理憲章 ○広報活動開始日・・・明記なし（※2） ○正式内定日・・・卒業年次の10月１日以降

(※2) 慣例的に、就職情報サイト等への登録が卒業前年次10月１日より開始

・倫理憲章 ○広報活動開始日・・・卒業前年次の12月１日以降（※3） ○採用選考開始日・・・卒業年次の４月１日以降（※4）
○正式内定日・・・卒業年次の10月１日以降
(※3)就職情報サイト等への登録が卒業前年次12月１日に後ろ倒し

企業説明会、エントリーシート登録等の開始→学生にとっては、この時点が実質的な就職活動の開始時期
(※4)採用面接等の実質的な選考の開始

平成10年３月卒業者～平成24年３月卒業者…「申合せ」「倫理憲章」の相互尊重(注)

昭和29年３月卒業者～平成９年３月卒業者…就職協定（※紳士協定）

平成25年３月卒業者以降…「倫理憲章」の大幅改正
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【社団法人国立大学協会】
● 日本経済団体連合会表明「新卒者の採用選考活動の在り方について」を受けて

（2011年2月3日）
・経団連の表明の広報活動時期が１２月1日では、学業に支障が生じることも考えられ、更な

る改善を期待

【日本私立大学団体連合会】
● 学生の就職・採用活動の早期化・長期化の改善に向けた日本経済団体連合会の取り組み

（「倫理憲章」の見直し）について（2011年1月31日）
・広報活動：卒業・修了学年に入る前の３月１日以降（後期試験終了後）
・採用選考活動：卒業・修了学年の８月１日以降（夏期休暇期間）

【公立大学協会】
● 学生の就職・採用活動の早期化・長期化改善への取組みについて（2011年2月2日）

・広報活動：卒業・修了学年に入る前の３月１日以降（後期試験終了後）
・採用選考活動：卒業・修了学年の８月１日以降（夏期休暇期間）

各団体の方針に対する大学等関係団体の意見



○ （一社）日本経済団体連合会が２０１４年度対象の「倫理憲章」について、現行の「倫理憲章」の見直しを行わないことを表明。
いまだ、大学等の学事日程や学生の就職活動における問題点などに対し十分な配慮がなされていないことから、大学等関係団
体で構成される「就職問題懇談会」より、経団連等主要経済団体に対し、就職・採用活動に関する要請を実施

大学等卒業・修了予定者の就職活動の秩序を維持し、正常な学校教育と学生の学修環境
を十分に確保することが重要であることから、

① 選考活動
「採用選考活動」の開始時期は、少なくとも卒業・修了前年度の学業成績を適切に評価でき

る時期に実施。ただし、望ましい就職活動の時期は夏季休暇。

② 広報活動
「採用広報活動」の開始時期は、卒業・修了前年度の３月以降。また、「採用広報活動」を実

施する際は、採用選考に繋がるものでないことを明示。
※ 趣旨が曖昧となっている「選考活動」「広報活動」の明確な区分

③ キャリア教育等
大学等がキャリア教育等を行う際に必要な一般的な企業情報やｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟは、「採用広報

活動」と分離し、開始時期の制約は無し。引き続き企業側へ協力を要請。

④ 一層の改善
就職・採用活動の一層の改善に向けて議論することについて協力を要請

経済界に対する就職問題懇談会の要請
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（参考）就職関係会議の体制図

大学等関係団体就職問題協議会 （一社）日本経済団体連合会

就職問題検討委員会 雇用政策部会

就職問題懇談会 雇用委員会

大学側の「申合せ」、「要請」
について協議及び決定

企業側の「倫理憲章」につ
いて協議及び決定

就職採用情報交換連絡会議

※ 大学等卒業予定者の就職・採用活動
について大学等関係団体と企業側団体
で情報交換・協議を行う。

連絡協議及び「申合せ」
「倫理憲章」の合意

11



Ⅲ．就職・採用活動開始時期の
後ろ倒しについて
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○倫理憲章の改訂（H23.3)により広報活動開始が３年次１０月から１２月となったものの、依然として、大学の授業・試験期間と
重複。

○学生の成長が最も期待される３年次の教育に支障。
○学生は、３年次後期の留学をあきらめざるを得ない状況。

大学学事日程
１月～２月
後期試験

３月
春季休暇

４月～７月
授業

８月～９月
夏季休暇

７月～８月
前期試験

８月～１０月
大学院入試

広報活動

日本経団連
倫理憲章

【H25.3卒以降】

４年次

１０月～１月
授業

学事日程と重複

３年次

現在の就職活動時期をめぐっては、以下の問題が顕在化

① 大学においても社会の求める人材を育成するための取組を強力に推進。
② 中小企業の魅力発信を強化するなど一層の対策を実施。
③ ミスマッチ解消のため、インターンシップに参加する大学生の数の目標設定を行った上で、早期のインターンシップ・キャリア
形成支援などを実施。

変更した
場合 広報活動 採用選考活動

留学生
帰国

採用選考活動

１２月１日 ４月１日

→ このため、就職活動の時期を変更
あわせて、政府・経済界・教育界が一体となって以下の課題に取り組むこととする

３月１日 ８月１日

インターンシップ等キャリア教育

13

学生の就職・採用活動時期の変更について
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経済界との意見交換会（平成２５年４月１９日（金））
における安倍内閣総理大臣要請事項

○ 文科大臣には、大学等の関係団体に大学改革の実行を要請するよ
うに指示したが、経済界においても、現在の２年生（平成２７年度卒
業・修了予定者）の就職活動から、広報活動の開始時期を３年生の
３月に、採用選考活動の時期を４年生の８月に後ろ倒しをお願いした
い。

○ 政府としては、キャリア教育やインターンシップへの支援を強化する
とともに、中小企業の魅力を学生に発信する取り組みにも力を入れ
たい。

若者の就職環境に関して
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下村文部科学大臣と大学等関係団体との意見交換
（平成２５年４月２２日（月））における大臣要請事項

○ 先週１９日（金）、安倍総理より、経済３団体（日本経済団体連合会、経済同友会、日本商工会
議所）に対し、学生の就職活動時期について、現在の大学２年生（平成２７年度卒業・修了予定者）
から、広報活動の開始時期を３年生の３月（４年生になる直前の春休み）に、また、採用選考活動の
開始時期を４年生の８月に後ろ倒しをお願いし、前向きに協力するとの回答をいただいた。

○ また、私には、大学等に対し、大学改革の実行を要請するよう指示があった。

○ 政府として、経済界に要請を行ったからには、大学等においては、時間を十分に活
用して、国民や社会の期待に応える人材を育成することが求められる。

具体的には、
①大学等が主体的に大学改革を実行し、大学教育の質的転換を図ること、
②インターンシップをはじめとした、初年次からのキャリア教育・職業教育の充実、
③地域産業界からのニーズを踏まえたカリキュラムの策定
④学生の海外留学の促進とそのための体制整備
などに早急に取り組んでいただきたい。

○ 併せて、今回の就職活動時期の見直しにより、（就職活動期間が短縮されることに
なるため、）学生に不安と混乱が生じないよう、きめ細かく丁寧な対応を行っていただき
たい。



１．公平・公正な採用の徹底
公平・公正で透明な採用の徹底に努め、男女雇用機会均等法や雇用対策法に沿った採用選考活動を行い、学
生の自由な就職活動を妨げる行為(正式内定日前の誓約書要求など)は一切しない。また、大学所在地による不利
が生じないよう留意する。

２．正常な学校教育と学習環境の確保
在学全期間を通して知性、能力と人格を磨き、社会に貢献できる人材を育成、輩出する高等教育の趣旨を踏ま
え、採用選考活動にあたっては、正常な学校教育と学習環境の確保に協力し、大学等の学事日程を尊重する。

３．採用選考活動早期開始の自粛
学生が本分である学業に専念する十分な時間を確保するため、採用選考活動の早期開始を自粛する。
具体的には、政府が閣議決定（平成25年6月14日）した「日本再興戦略」において示されている開始時期より早期
に行うことは厳に慎む。

・ 広報活動 卒業・修了年度に入る直前の３月１日以降
・ 選考活動 卒業・修了年度の８月１日以降

なお、これらの開始時期に関する規定は、日本国内の大学・大学院等に在籍する学生を対象とするものとする。

４．採用内定日の遵守
正式な内定日は、卒業・修了年度の10月1日以降とする。

５．多様な採用選考機会の提供
未就職卒業者への対応を図るため、多様な採用選考機会の提供（通年採用等の実施）に努める。

採用選考に関する指針
（平成２５年９月１３日一般社団法人日本経済団体連合会）
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１．就職・採用活動開始時期変更の円滑な実施について
（１）初年次からのキャリア教育・職業教育の充実について

学生の職業観や勤労観を涵養し、個々人の個性や適性に応じた職業を学生自ら選択できる能力の育成や学修意欲を高めるため、初年次からのキャリア教育・職業教

育の充実を図る。

（２）「企業説明会」の取扱いについて
卒業・修了前年度３月１日より前は、学内及び学外で企業等が実施する「企業説明会」に対して会場提供や協力を行わない。卒業・修了前年度３月１日以降、「企業説

明会」を大学等の協力の下に実施する場合は、参加の有無がその後の選考に影響しないことを学生に対して明示する。

（３）学校推薦の取扱いについて
学校推薦は、原則として卒業・修了年度８月１日以降とする。

（４）正式内定開始について

正式内定日は、卒業・修了年度１０月１日以降である旨学生に徹底する。

（５）就職関連情報の積極的な提供について

各大学等の学部・分野別の就職実績等や各大学等の職員採用についての採用方針や採用実績等の就職関連情報の積極的な提供に努める。

２．就職・採用活動の公平・公正の確保について
（１）学生の応募書類について
企業に対して、就職差別につながる恐れのある項目を含む「会社指定書類」《、「戸籍謄（抄）本」、「住民票」等の提出を求めないよう要請する。

（２）男女雇用機会均等について

就職・採用活動は、男女雇用機会均等法及びその指針の趣旨に則って行われるべきであり、その旨を企業側に徹底するよう要請する。

３．その他の事項について
（１）各大学等における職員採用の対応について

企業等への就職・採用活動のみならず、各大学等における職員採用においても、総理要請の趣旨に添った対応を行う。

（２）学生の健康状態への配慮について
夏季に選考活動が開始することに鑑み、学生の健康状態に留意するとともに、企業等に対し、クールビズなど必要な配慮を行うよう求める。

（３）「申合せ」の周知について

各大学等は、教職員や学生への周知徹底を図り、学生に不安と混乱が生じないよう適切に対応するとともに、企業等に対し、総理要請の趣旨を遵守するよう求める。

大学、短期大学及び高等専門学校卒業・修了予定者に係る就職について（申合せ）
（平成２５年９月２７日就職問題懇談会）概要
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おわりに

○ 学生の就職・採用活動の早期化・長期化の是正については、これま
で、就職問題懇談会において、大学等関係団体の総意として、経済団体
等に対し要請を実施。

○ 我々大学等が本来の目的である学生に高い学力と豊かな人間性を
身につけさせた上で卒業生・修了生として、グローバル化をはじめ複雑
多様化した社会に送り出すという、本来果たすべき社会的使命と責任を
十分に認識する必要。

○ また、その責務を果たしていかなければ、社会の信頼を損ない、今回
実行される就職・採用活動時期の変更が形骸化し、再び就職・採用活動
により大学教育に多大な支障。

我々に求められるもの

・大学改革の着実な実行
・学生に不安と混乱が生じないよう、きめ細かく丁寧な対応
⇒全教職員が連携・協力し、全学一丸となった対応



（参考）東日本大震災の就職活動への影響

【震災により、一部の企業が採用活動
のスケジュールを後ろ倒しした影響】

（資料出所）就職問題懇談会「平成２４年度 学生の就職・採用活動に関する調査」結果より

企業による被災学生等への配慮

【対応を行った企業の具体的な内容（複数回答）】

【今後の震災対応として企業に望むこと（複数回答）】

91.7%

7.5%
0.8%

行った 行っていない 無記入

【採用選考活動のスケジュール等の対応】

63.9%

48.5%

40.0%

14.5%

4.5%

9.7%

被災、影響を受けた学生については個別に対応する

選考開始時期を全体的に遅らせた

エントリーシート等提出書類の〆切を延長した

夏採用、秋採用など複数回の選考機会を設定する

震災により内定取り消しとなった人や被災地域等の学

生の応募を積極的に受け入れる

その他

6.5%

24.1%

67.1%

2.3%

良い影響 悪い影響

どちらとも言えない 無回答

大学における就職活動の影響

49.5%

42.5%

38.6%

17.1%

2.9%

7.8%

今回の震災対応に限らず、採用活動の日程を恒常的

に後ろ倒すこと

採用活動の日程を各企業一律に後ろ倒すこと

被災学生に対する柔軟な採用活動日程の設定

被災学生の採用特別枠の設定

その他

無回答

（資料出所）経団連「新卒採用（2011年3月卒業者）に関するアンケート調査結果」より



14.8%
26.3%

30.1%

41.8%

38.7%

25.0%
16.4% 6.9%

13年卒 14年卒

マイナスに捉えている

どちらかというとマイナス

に捉えている
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捉えている

プラスに捉えている

1.2%

24.7%

62.3%

11.8%

プラスに働いた

どちらかというとプラ

スに働いた

どちらかというとマイ

ナスに働いた

マイナスに働いた

（資料出所）マイナビ調査（2012.5）より

（参考）就職活動開始を12月に後ろ倒しした影響

【12月に後ろ倒しした学生の評価】

（資料出所）マイナビ調査（2012.11）より

企業側

【12月開始をプラスに捉えている学生の理由】

【２ヶ月遅れの採用活動は貴社の採用にどの
ように影響したか（2013年（平成24年度）卒）】

学生側
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94.5%

93.3%

92.0%
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92.1%
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93.5%
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96.3%
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91.8%

91.0%

93.6%
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90%

100%

8年度卒 9年度卒 10年度卒11年度卒12年度卒13年度卒14年度卒15年度卒16年度卒17年度卒18年度卒19年度卒20年度卒21年度卒22年度卒23年度卒24年度卒

大学生の就職率

（資料出所）文部科学省調査

平成２４年度卒業者から
広報活動開始：卒業・修了前年度の１０月→１２月
採用選考活動開始：卒業・修了年度の４月（変更なし）
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